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告 示

�愛媛県告示第７４５号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和５年６月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第７４６号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和５年６月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

四国中央市富郷町津根山乙４４６の２から乙４４６の４まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び四国

中央市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第７４７号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和５年６月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

八幡浜市郷２番耕地６２１、２番耕地６２２

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び八幡

浜市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第７４８号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２
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土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用用排水施設整備事業 伊方地区
（伊方町） 令和４年３月１０日
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条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２５条の規定により告示する。

令和５年６月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

（東予地方局農林水産振興部水産課管内）

ひうち加入区

�������
�愛媛県告示第７４９号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（令和元年６月愛媛県告示第２２２号）による保険

に付すべき義務は、令和５年６月２２日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２５

条の規定により告示する。

令和５年６月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

（東予地方局農林水産振興部水産課管内）

ひうち加入区

�愛媛県告示第７５０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

令和５年６月２３日

愛媛県東予地方局長 客 本 宗 嗣

�愛媛県告示第７５１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和５年６月２３日

愛媛県東予地方局長 客 本 宗 嗣

�愛媛県告示第７５２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

令和５年６月２３日

愛媛県東予地方局長 客 本 宗 嗣

�愛媛県告示第７５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年６月２３日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社 絆 生活介護事業所 きずな 愛媛県西条市明屋敷３６３－１ 令和５年５月１日 通所介護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社さわやか倶楽部 さわやか新居浜館デイサービスセンタ
ー 愛媛県新居浜市東田三丁目乙１１－７７ 令和５年５月３１日 通所介護

社会福祉法人亀天会 亀天会訪問看護ステーション 愛媛県西条市三芳１２５４番地１ 令和５年５月３１日 訪問看護

株式会社塩音 訪問介護 しおん 愛媛県今治市東村４丁目甲４１２番地２ 令和５年５月３１日 訪問介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会福祉法人亀天会 亀天会訪問看護ステーション 愛媛県西条市三芳１２５４番地１ 令和５年５月３１日 介護予防訪問看護
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�愛媛県告示第７５４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

北条市北条土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和５年６月２３日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

就 任

退 任

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
令和５年６月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７５６号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年６月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 石鎚伊予小松停車場線
西条市氷見丁８番２３７から

同市氷見丁８番２３５まで
令和５年６月２３日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 田 務 松山市北条５６１番地３

〃 伊 田 憲 弘 松山市北条４７９番地１

〃 野 田 和 宏 松山市北条３５７番地２

〃 北 尾 幸 一 松山市北条１１０９番地１

〃 俵 原 正 文 松山市北条４９０番地

〃 森 田 浩 敏 松山市北条３６２番地８

〃 野 田 繁 松山市北条９２４番地

〃 伊 田 弘 和 松山市北条９３９番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 田 務 松山市北条５６１番地３

〃 伊 田 憲 弘 松山市北条４７９番地１

〃 野 田 和 宏 松山市北条３５７番地２

〃 北 尾 幸 一 松山市北条１１０９番地１

〃 俵 原 正 文 松山市北条４９０番地

〃 森 田 浩 敏 松山市北条３６２番地８

〃 野 田 繁 松山市北条９２４番地

〃 伊 田 弘 和 松山市北条９３９番地

監 事 米 田 正 松山市北条１０６６番地９

〃 宇 高 徹 二 松山市北条９３２番地

監 事 米 田 正 松山市北条１０６６番地９

〃 宇 高 徹 二 松山市北条９３２番地

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 四国カルスト公園縦断線
上浮穴郡�万高原町西谷字横野８１０６番地先から

同町西谷字横野８１０６番地先まで
令和５年６月２３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥坂宇和線

西予市宇和町田野中３８８番地先から

同町田野中３７２番２まで
旧 ４．６～７．４ ０．００７

西予市宇和町田野中３８８番地先から

同町田野中３７２番２まで
新 ８．９～９．０ ０．００７
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公安委員会規則

令和５年６月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県公安委員会規則第１０号
愛媛県警察国有物品管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年６月２３日

愛媛県公安委員会委員長 五 葉 明 徳

愛媛県警察国有物品管理規則の一部を改正する規則

愛媛県警察国有物品管理規則（昭和３９年愛媛県公安委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥坂宇和線
西予市宇和町田野中３８８番地先から

同町田野中３７２番２まで
令和５年６月２３日

改 正 後 改 正 前

（使用職員）

第１２条 省略

２ 使用職員は、物品の供用を受けたときは、重要物品及び備品に

ついては物品保管書（様式第５）に記名し、消耗品については第

２１条に規定する物品供用簿に 押印するものとする。

（交替の場合の帳簿の引継ぎ等）

第２２条 物品管理職員の交替があつた場合においては、前任の物品

管理職員は、引継書（様式第１０）を交替の日の前日をもつて作成

し、引継ぎの年月日を記入し、後任の物品管理職員とともに記名

し 、当該引継書を物品出納簿等に添付して、後任の物品

管理職員に引継ぐものとする。ただし、前任の物品管理職員が引

継ぎの手続をすることができない事由があるときは、後任の物品

管理職員が引継書を作成し、これに記名する ものとす

る。

様式第５（第１２条関係）

（使用職員）

第１２条 省略

２ 使用職員は、物品の供用を受けたときは、重要物品及び備品に

ついては物品保管書（様式第５）に 、消耗品については第

２１条に規定する物品供用簿にそれぞれ押印するものとする。

（交替の場合の帳簿の引継ぎ等）

第２２条 物品管理職員の交替があつた場合においては、前任の物品

管理職員は、引継書（様式第１０）を交替の日の前日をもつて作成

し、引継ぎの年月日を記入し、後任の物品管理職員とともに記名

して押印し、当該引継書を物品出納簿等に添付して、後任の物品

管理職員に引継ぐものとする。ただし、前任の物品管理職員が引

継ぎの手続をすることができない事由があるときは、後任の物品

管理職員が引継書を作成し、これに記名して押印するものとす

る。

（様式第５）

省略 省略

保 管 者 年 月 日 摘 要 保 管 者 年 月 日 受領印 摘 要

省略 省略

備考 省略

様式第８（第１７条関係）

備考 省略

様式第８（第１７条関係）

省略

官職 氏 名

省略

省略

官職 氏 名 �

省略

様式第９（第１９条関係）

注 使用職員は、氏名を記載し及び押印することに代えて、署

名することができる。

（様式第９）

省略

検査員 官職 氏名

立会人 〃 氏名

省略

省略

検査員 官職 氏名 �

立会人 〃 氏名 �

省略

備考 省略

様式第１０（第２２条関係）

備考 省略

（様式第１０）
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附 則

この規則は、令和５年７月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第１１号
愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年６月２３日

愛媛県公安委員会委員長 五 葉 明 徳

愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則

（愛媛県道路交通規則の一部改正）

第１条 愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県自動車運転適性検査所の設置および運営に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県自動車運転適性検査所の設置および運営に関する規則（昭和４３年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略

官職 氏名

省略

官職 氏名

省略

官職 氏名 �

省略

官職 氏名 �

改 正 後 改 正 前

けん

（自動車以外の車両の牽引制限）
けん

第１１条 法第６０条の規定による自動車以外の車両の運転者の牽引制

限は、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 原動機付自転車の運転者は、故障その他の理由により運転す

ることができなくなつた自動車又は一般原動機付自転車（以下
けん

「故障車」という。）を牽引することがやむを得ない場合にお

いては、前号の規定にかかわらず、次に定めるところによりそ
けん

の故障車を牽引することができる。

ア～エ 省略

� 省略

（道路の使用の許可）

第１９条 法第７７条第１項第４号の規定により、公安委員会が警察署

長の許可を受けなければならないものとして定める行為は、次の

各号に掲げるものとする。ただし、公職選挙法に基づく選挙運動

又は選挙における政治活動として行われるものを除く。

�～� 省略

� 道路においてロボットの移動を伴う実証実験、人の移動の用

に供するロボットの実証実験又は自動運転技術その他自動運転

の実用化のために必要な技術を用いて車両

を走行させる実証実験

をすること。

けん

（自動車以外の車両の牽引制限）
けん

第１１条 法第６０条の規定による自動車以外の車両の運転者の牽引制

限は、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 原動機付自転車の運転者は、故障その他の理由により運転す

ることができなくなつた自動車又は原動機付自転車 （以下
けん

「故障車」という。）を牽引することがやむを得ない場合にお

いては、前号の規定にかかわらず、次に定めるところによりそ
けん

の故障車を牽引することができる。

ア～エ 省略

� 省略

（道路の使用の許可）

第１９条 法第７７条第１項第４号の規定により、公安委員会が警察署

長の許可を受けなければならないものとして定める行為は、次の

各号に掲げるものとする。ただし、公職選挙法に基づく選挙運動

又は選挙における政治活動として行われるものを除く。

�～� 省略

� 道路においてロボットの移動を伴う実証実験、人の移動の用

に供するロボットの実証実験又は自動車から遠隔に存在する運

転者が電気通信技術を利用して当該自動車の運転操作を行うこ

とができる自動運転技術を用いて自動車を走行させる実証実験

をすること。

改 正 後 改 正 前

（業務）

第４条 適性検査所においては、次の業務を行なう。

� 自動車および一般原動機付自転車の運転者（運転免許試験を

受けようとするものを含む、以下「運転者」という。）の適正

（業務）

第４条 適性検査所においては、次の業務を行なう。

� 自動車および原動機付自転車 の運転者（運転免許試験を

受けようとするものを含む、以下「運転者」という。）の適正
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（原動機付自転車の運転に関する講習の実施に関する規則の一部改正）

第３条 原動機付自転車の運転に関する講習の実施に関する規則（平成４年愛媛県公安委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（取得時講習の実施に関する規則の一部改正）

第４条 取得時講習の実施に関する規則（平成６年愛媛県公安委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県自動車等の運転に関する特定任意講習の実施に関する規則の一部改正）

第５条 愛媛県自動車等の運転に関する特定任意講習の実施に関する規則（平成６年愛媛県公安委員会規則第１０号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（高齢者講習等に関する規則の一部改正）

第６条 高齢者講習等に関する規則（平成１０年愛媛県公安委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

検査に関すること。

�・� 省略

検査に関すること。

�・� 省略

改 正 後 改 正 前

一般原動機付自転車の運転に関する講習の実施に関する規則 原動機付自転車 の運転に関する講習の実施に関する規則

改 正 後 改 正 前

（取得時講習終了証明書の交付申出の手続）

第５条 道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「規

則」という。）第３８条第１８項の取得時講習終了証明書の交付申出

は、取得時講習終了証明書交付申出書（様式第２号）を公安委員

会に提出して行うものとする。

（応急救護処置講習の指導者）

第６条 規則第３３条第５項第２号ニ、第３４条の３第１項第３号及び

第３８条第８項第２号並びに届出自動車教習所が行う教習の課程の

指定に関する規則（平成６年国家公安委員会規則第１号。以下

「教習規則」という。）第１条第２項第３号、第３項第３号、第

４項第３号、第５項第３号、第６項第３号、第７項第３号、第８

項第３号、第９項第３号及び第１０項第３号に規定する応急救護処

置の必要な能力を有すると認める者は、次の各号のいずれかに該

当する者とする。

�～� 省略

（取得時講習終了証明書の交付申出の手続）

第５条 道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「規

則」という。）第３８条第１６項の取得時講習終了証明書の交付申出

は、取得時講習終了証明書交付申出書（様式第２号）を公安委員

会に提出して行うものとする。

（応急救護処置講習の指導者）

第６条 規則第３３条第４項第２号ニ、第３４条の３第１項第３号及び

第３８条第８項第２号並びに届出自動車教習所が行う教習の課程の

指定に関する規則（平成６年国家公安委員会規則第１号。以下

「教習規則」という。）第１条第２項第３号、第３項第３号、第

４項第３号、第５項第３号、第６項第３号、第７項第３号、第８

項第３号、第９項第３号及び第１０項第３号に規定する応急救護処

置の必要な能力を有すると認める者は、次の各号のいずれかに該

当する者とする。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

（講習事項）

第２条 特定任意講習の講習事項は、次に掲げるとおりとする。

�・� 省略

� 自動車及び一般原動機付自転車（以下「自動車等」とい

う。）の安全な運転に必要な知識に関すること。

� 省略

（講習事項）

第２条 特定任意講習の講習事項は、次に掲げるとおりとする。

�・� 省略

� 自動車及び原動機付自転車 （以下「自動車等」とい

う。）の安全な運転に必要な知識に関すること。

� 省略

改 正 後 改 正 前

（終了証明書の交付の申出等）

第６条 施行規則第３８条第１８項の高齢者講習終了証明書（以下「高

齢者講習終了証明書」という。）の交付の申出は、高齢者講習等

終了証明書交付申出書（様式第１号）を、申出者が受講した高齢

（終了証明書の交付の申出等）

第６条 施行規則第３８条第１７項の高齢者講習終了証明書（以下「高

齢者講習終了証明書」という。）の交付の申出は、高齢者講習等

終了証明書交付申出書（様式第１号）を、申出者が受講した高齢
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附 則

この規則は、令和５年７月１日から施行する。

者講習を実施した受託者の所在地を管轄する警察署を経由して公

安委員会に提出して行うものとする。

２～４ 省略

者講習を実施した受託者の所在地を管轄する警察署を経由して公

安委員会に提出して行うものとする。

２～４ 省略

令和５年６月２３日 発行


